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令和８年度政府予算編成に関する提案・要望

【担当部署】 奈良県市長会・奈良県町村会

市町村名 三宅町、王寺町

（現状と課題）平成２７年５月に全面施行された「空家等対策の推進に関する特別措置法」（以下、「空家法」という）の下で、特定空家等に対する代執行や略式代執行が増加傾向にある。

【国土交通省HP 抜粋（一部加工）】王寺町の空き家対策において、令和２年６月３０日～８月２６日にかけて、周囲に危険を及ぼす恐れがある特定空家等に対して、略式代執行による建物の除却を実施し、要した費用（８，６６８千円）は建物所有者に求めていたが、所在不明のまま死亡し、相続人も所在不明のため、費用が回収できない状況である。現状では、借地上の特定空家等に代執行を行った場合、特定空家等に対する権原を有しない土地所有者は、空家法２２条の命令、代執行の名宛人にならないため、費用負担を求めることができない。国において、従前より空き家対策総合支援事業で、特定空家等の除却に要する費用の１／２を補助対象としていただいているが、借地上の特定空家等に代執行を行った場合、土地所有者は負担なく更地を得るため不公平と考える。上記の意見等に対し、国において、管理状態が悪い空き家を減らすための「改正空家等対策の推進に関する特別措置法」が令和５年１２月に施行され、基本方針及びガイドラインも改正していただいたが、土地と建物は別個独立の不動産であることを前提に、土地所有者に借地上の特定空家等への責任を負わせる内容にはなっていないため、法の運用改善としては不十分であると考える。

また、三宅町の空き家は、令和４年度の現地調査では、空き家等候補１１７戸、うち特定空き家対応候補１２戸となっている。三宅町では、平成２６年度に三宅町老朽危険空き家解体事業補助金を創設し、防災、防犯上危険な空き家の撤去促進のため、判定基準による評点に基づき、老朽危険空き家の所有者等に対し、町単独事業として補助率１／３（上限３０万円）として実施し、年間１件程度の実績で推移しており、解体後は新築住宅又は駐車場等に一体利用されている。あわせて、社会資本整備総合交付金（空き家再生等推進事業）を活用した空き家除却（補助率１／２上限５０万円）も募集してきたが、事前調査の申し込みがあっても判定基準のハードルが高く満たさないものや跡地が地域活性化に供される見込みが未定なものなどであった。三宅町の地域特性として、中世に形成された環濠集落が基となった入り組んだ狭隘な道路網による建築制限もあるなか、適正な管理が行われない空き家に対して予防的な対応として解体を促進していくことが必要である。
【三宅町における特定空家候補の状況】

国にお願いすること国にお願いすること国にお願いすること国にお願いすること〇借地上の特定空家等に対する措置をとった場合、土地所有者についても、建物所有者と同様にその措置の履行義務が有するよう、法整備をお願いしたい。また、全国的にも代執行が進んでいることからも、より活用しやすくするために、責務を全うしない立場の者へ厳格な法整備を併せてお願いしたい。〇特定空き家候補であっても、解体の意思をもつ所有者に積極的な取り組みを促し解体が実施できるよう、補助制度の拡充と財政支援をお願いしたい。
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